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海洋を利用した大気中の二酸化炭素の除去・貯留技術（Ocean-CDR）の最近の展開（その２．各論） 
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１．要約  
 初めに生物活動を利用した海洋での CDRとして、鉄散布、人工湧昇、海藻の大規模養殖の３つ

を取り上げ、その特徴や課題をまとめた。鉄散布については、海洋生態系と炭素、窒素などの生元

素循環の研究から生まれてきたアイデアであり、その海洋 CDRとしての是非がロンドン条約やロ

ンドン議定書などの国際条約でも議論されてきた歴史を持っている。広大な南大洋での一次生産の

律速因子である微量栄養塩の鉄を表層に散布することで植物プランクトン生産を上げ、有機物粒子

として海洋内部に沈降させる手法は、既に 10回を超える海洋現場での鉄散布実験によってある程

度確立している。一方、対象となる多くの海域はいわゆる公海でありそこでの大規模な鉄散布には

国際的な合意形成が必要とされており、これは CDRとしての課題の１つである。また、中層での

沈降有機物の分解の結果生じる貧酸素化、N2O生成などは、人為的に表層での一次生産を高める

CDR手法での共通の課題となっている。 
人工湧昇は、海洋の中層が栄養塩に富んでいることから、人為的に大規模な湧昇を起こし数百ｍ

水深の豊かな栄養塩を表層に供給することで、一次生産と沈降有機物粒子の増大を図るものであ

る。これには揚水機能を持った長さ 200ｍのパイプを高密度で海洋に設置することで CDRの機能

を持たせようとした発想が元になっているが、コストの面及び海上交通との兼ね合いなどの課題が

大きい。また、海域によっては中層水に含まれる高濃度の無機炭酸の大気への放出により、負の効

果が大きい場合もある。なお、海洋温度差発電など別の目的での大規模人工湧昇の構想もあり、次

に紹介する大規模な海藻養殖技術への栄養塩供給の手法との組み合わせも提案されている。 
海藻の大規模養殖が CDRの手法として提案された背景には、最近での大規模な海藻養殖技術の

発展や、海藻は単細胞の植物プランクトンに比べ遥かに大きな生物量を持っており効率的な沈降有

機炭素の生産が可能な事などがある。さらに、海藻の生成する多量の溶存有機炭素のかなりの部分

が難分解の貯留性有機炭素に変化すると言う最近の知見も CDRとして評価されている。一方、こ

の海藻のよる CDRの大きな課題は、深層でも比較的速やかに分解し溶存酸素を消費させる多量な

海藻体の貯留方法である。100Kg程度の海藻を使った深海底での分解実験でも底生生物群集へ負の

影響が大きい事が知られている。 
 上記の海洋生態系を利用した CDRとは異なり、次の２つの手法は地球化学的な知見による海洋

を使った大気中の CO2除去と言うことが出来る。その１つは微細に粉砕したケイ酸塩鉱物などを

大量に海水に添加することで海洋でのアルカリ度を人為的に高め、大気からの CO2の海洋への取

り込みを促進させるものである。ケイ酸塩鉱物の海水への溶解速度は極めて遅いため溶解速度を上

げるためには、ケイ酸塩鉱物を１ミクロンサイズまで微細化する事が必要である。また、このよう

な高濃度の微細鉱物粒子の海洋生態系への影響や、さらに散布場における局所的な未平衡状態での

高アルカリ性、すなわち高ｐH、低 CO2濃度の発生による海洋生態系への影響も懸念されている。

なお、カナダでは内湾レベルであるが実海域を使った海洋アルカリ化の実証実験も既に始められて

いる。 

もう１つの地球化学的手法はさらに工業的であり、海水の電気分解で酸性分画とアルカリ性分画

を作り、この酸性分画では溶存する無機炭酸をガスとして抽出しその地層隔離を行うものである。
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現在、大気から直接 CO2を工業的に抽出し地層隔離する技術開発が行われているが、海水を使う

利点の１つは海水中の CO2濃度が大気に比べて約２桁高い事である。また、アルカリ性分画では

これを海水のアルカリ度を高めるのに使う事が出来る。なお、電力としては再生可能エネルギーを

使うこととしているが、既に海外ではベンチャー企業による取り組みも行われている。課題として

は副次産物として生成する毒性の高い塩素ガスの抑制などがあるが、さらにこれを CDRとして考え

ると、現在の全世界での塩水を電気分解して強アルカリ性の物質を製造するクロルアルカリ産業の

1桁以上の規模が必要になる。従って、他の CDRに比べると設備投資に多くのコストが必要となっ

てくる。なお、海洋環境への影響としての局所的な海水の酸性化やアルカリ化の影響も懸念されて

いる。 
 以上、全米科学アカデミーズの2022年の海洋CDRに関する報告書をもとに現在提案されている海洋

でのCDRを紹介したが、報告書ではこれらの研究開発への取り組みは今後世紀を跨って想定される地

球温暖化に対し、CO2の排出削減を補い地球温暖化を抑制するポートフォリオの一つとなり得るものと

考えている。しかし、海洋でのCDRの研究計画での共通する課題として、提案されているCDRの多くがま

だ実験室レベルの試み、概念設計、あるいは数値モデルによるものなのが現状である点を挙げている。

従って、今後の研究での最も主要な目標は、「提案されている手法がCDRとしての役割を果たすこと

が出来るか否かを判断するために、科学的および社会的な根拠を作ることである」と述べている。

すなわち、地球規模へのスケールアップが必要な海洋でのCDRに関し、科学的・工学的な観点だけ

でなく社会、法的制限、社会制度、施策、そして経済的な負担を統合し、将来に向けて実施可能な

手法を研究することが重要であるとしている。 

 
２．海洋での生物代謝を利用した CDR 

 

 既に述べたように 2022 年の全米科学アカデミーズの報告書で取り上げられている、海洋の生物

利用の CDRは、（１）微量あるいは主要な栄養塩の海洋表層への添加、（２）栄養塩供給のための人

工湧昇あるいは人工下降流、（3）大規模な海藻養殖とその深海での炭素隔離、（4）沿岸域の植生回

復、いわゆるブル―カーボンの４つである。これらの共通点は海洋で生物が駆動する炭素循環にお

ける炭素隔離の規模を、人為的に大気中の CO2 濃度削減に寄与出来る位拡大することを目的として

いる。この中でブルーカーボンは、従来からの水産等で行われていた藻場造成とその手法や考え方

が類似しているためここでの検討から外し、（１）から（３）について具体的に検討する。なお、

（１）の栄養塩添加に関しては、鉄などの微量栄養塩の他に窒素やリンと言った主要栄養塩の添加

も CDRとしてはあり得るが、その膨大な必要量などから 2022年の報告書では、CDRとしての取り組

みには否定的であり、特にリンに関しては陸域でのリン資源の枯渇の課題もある。従って、栄養塩

添加に関しては微量栄養塩としての鉄添加に議論を絞ることにする。 

 

2-1 微量な栄養塩・鉄（Fe）の海洋表層への添加 

 

2-1-1鉄散布のこれまでの研究の経緯と海洋 CDRとしての意義 

  

既に炭素循環の項で述べたように、海洋での主要な“生物ポンプ”は海洋表層での植物プランク

トンが、光と栄養塩を使って増殖し沈降性の粒状有機炭素を生産することで始まる。亜熱帯などの

低緯度海域では、通年、表層で窒素やリンなどの主要な栄養塩が枯渇した状態にあるが、一方で南

大洋や東部北太平洋など世界の海の約 1/4の表層海域は、いわゆる高硝酸・低クロロフィル（HNLC）

海域として知られている。しかし、海洋での一次生産の栄養塩としての律速因子は硝酸イオンとさ

れていたこれまでの知見ではこの現象は説明出来なかった。1980 年代の後半になって、これらの
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海域では主要な栄養塩では無く鉄などの微量栄養塩が植物プランクトンの増殖を律速している事が

明らかになった（Martin and Fitzwater 1988）。 

微量栄養塩である鉄の海洋での一次生産への効果については、その歴史的な経緯が有名である。

特に1988年ウッズホール研究所で米国の海洋学者、John Martin の述べた “Give me half a tanker of 
iron and I’ll give you the next ice age.”は良く知られている。彼は第4紀に生じた氷期・間氷期の気温変

化の原因の一つを大気中の二酸化炭素の増減によるものと考え、それを齎す要因を海洋、特に南大

洋での生物生産の変化とそれによる生物ポンプの駆動であるとの仮説を立てた。氷期には海面水位

の低下で陸域が広がりまた乾燥することで、より多くの鉄などの微量栄養塩を含むダストの供給が

南大洋に生じたと考えたのである（Martin et al. 1990）。1990年のこの論文で、彼は既に海洋を使っ

たCDRとしての鉄散布に言及しており、海洋におけるCDRの先鞭をこの鉄散布が付けたことになる。 

この仮説による微量鉄による海洋での一次生産の律速については、その後、実験室実験に加え図

６のように世界のHNLC海域において1993年から2009年までに25‐300平方kmの海域規模での鉄散布

実験が数多く行われた(Boyd et al.2007; de Baar et al. 2008; Yoon et al. 2018; GESAMP 2019)。その結

果、このHNLC海域の殆どで鉄などの微量栄養塩が不足して生物生産が律速されていることが分かっ

たのである。 

 

図６ 海洋の表層混合層における年平均

の硝酸イオンの分布と、鉄添加実験の行わ

れた海域（NASEM.2022）。 

鉄添加実験が白印、緑印が鉄＋リンの添加実験、

なお、赤印は、自然界で鉄添加が生じている海域

での実験を示す。 

 

 

 

 

 

 

なお、これら1990年以降、数多く行われた外洋域での現場・鉄散布実験は、その主な目的がこれ

らの海域での鉄などの微量栄養塩が一次生産に与える影響を見るものであり、鉄散布によって一次

生産が促進される事は多くの海域で確認出来た。しかし、表層での一次生産の促進が大気中の二酸

化炭素の除去にどの程度効果があるかについての定量的な評価はこれらの研究ではあまりはっきり

していない。しかし、海洋におけるCDRの観点からはこの鉄散布は海洋利用のCDRの中で数少ない、

概念的な構想を抜けた海洋現場でのテストの段階にあると考えられている（Brent et al. 2019）。 

鉄散布で期待される生物ポンプの CDRとしての効果やその効率については以下のような議論があ

る。まず、CDR の目的としては海洋に取り込まれた大気 CO2 は、少なくとも 100 年間の海洋内部での貯

留が求められるが、鉄添加による生物ポンプの促進ではこの点はどうであろうか。最近、Siegel et al. 
(2021)は表層での一次生産で粒子が表層を去ってから、100年間は表層に無機炭酸として戻ってこない割

合を海域別にモデルで推定した（図７）。ここでは粒状有機炭素の鉛直フラックスの指数関数的な減少

を仮定し、その減少係数を Martin et al. (1987)が提案した係数の 0.8 をベースにそれを変化させた場合の

結果を示している。良く使われる係数が 0.8 では、全球平均では約 30％の有機炭素が 100 年以上の貯留

域まで到達することを示している。比較的早い期間で表層に無機炭酸として戻ってしまう海域としては、

北大西洋ジャイア、南大洋の極前線付近、アフリカの東の南インド洋が該当する。また、より長期に貯

留される割合の高い海域として、南大洋、北部北大西洋、ベンガル湾などが挙げられる（Siegel et al. 
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2021）。 

 
図７ 世界の各海域における表層での植物プランクトンのブルームに対応して、沈降する有機炭素粒子が、100年

以上二酸化炭素として表層に戻って来ない比率と、沈降粒子の指数関数的な減少の係数の変化との関係（Siegel et 
al. 2021）  

 

また、生産された植物プランクトンはどの位の深度まで分解されないで到達するかに関し、

Buesseler et al. (2020)は、有光層から下に離脱した粒状有機物の 90％はその深度から初めの 100m 以

内で分解されてしまう事を見出した。しかし、その状況は海域等によって異なり、最初の 100m で

の減衰を免れるような場合は深層までの沈降が大きくなる場合もある。従って、CDR としての鉄散

布に関しては、マーチンのフラックス減衰率をそのまま使うのではなく、その海域で CDRとしての

効果がどの程度あるかを現場で確認する必要があると述べている。さらに、鉄散布が意図するある

いは意図していない、生物地球化学的及び生態学的な海洋の応答を検討することも必要である。こ

の２つの検討事項は鉄散布だけでなく、海洋でのすべての CDRに共通する事項であろう。 

次に加えた鉄に対してどれだけの炭素としての貯留効果があるかの検討も必要である。植物プラ

ンクトンが必要とする生元素である炭素、窒素、リンの比率はレッドフィールド比として知られて

いるが、これを鉄まで拡張したものとしては、C:N:P:Fe＝124:16:1:0.0075 がある(Ho et al. 2003)。
しかし、培養あるいは現場の植物プランクトンでは、鉄の存在比率の変動が大きいことが知られて

いる(Sunda et al. 1991; de Baar et al. 2008)。図８は北部太平洋において、現場の植物プランクトンの

鉄/炭素比と各水塊での溶存鉄の濃度の関係を見たものであるが、現場の溶存鉄の濃度に依存して

Fe:Cの比率が 3－70：100,000(モル比）程度変動していることを示している（Twining et al. 2021）。 

HNLC 海域で行われた海洋現場での鉄添加実験では、植物プランクトン群集の遷移が多くの場合

見られ、各種の珪藻の増殖が促進された。これらの植物プランクトンの増殖における炭素：Fe の

取り込み比は 1:150,000-500,000 であるが、CDR としては沈降する有機物粒子の炭素：Fe 比が重要

である。鉄散布実験において表層下 100m を通過する有機物粒子と添加した鉄の量から推定した結

果では、C:Fe=650-6600の値が報告されている（de Baar et al. 2008)。このように鉄添加による有機 

 

図８ 東太平洋の赤道域および北部亜寒帯域で得られた 6種

の植物プランクトンにおける Fe/C 比と現場における溶存鉄の

濃度との関係（Twining et al. 2021） 

 

 

 

 

 

 

 

炭素の下方への輸送の効率が植物プランクトン自身による炭素：Fe の取り込み比に比べてかなり

小さくなるのは、添加した鉄の多くが急速にコロイド化し沈降して植物プランクトンに利用されな
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くなる事がひとつの原因と考えられている（de Baar et al. 2008)。なお、pH8付近の好気的な条件に

ある表層水中では，無機態鉄の大部分は溶存酸素などによって酸化されるため，熱力学的に安定な

形は三価鉄である。この三価鉄は 加水分解されやすく，pH8 付近の海水中では大部分が難溶性の

水酸化物や酸化物となる．その過程で 無機コロイド鉄も形成される。キレートとなる有機物を含

まない 海水への三価鉄の溶解度は 0.01 nM 程度と極めて低く，海水中で定常的に無機態鉄として

存在している割合は極めて小さいことがモデル計算からも見積もられている（Millero et al. 1995）。
なお、酸化的な海洋での溶存鉄の大部分は、溶存の有機物と有機リガンドを形成していることが分

かっており、このため、CDR として添加する鉄の性状などに関しても有機リガンドを真似た形態の

鉄の散布手法の開発も求められている。 

 

海洋における CDRでこれまで最も注目されてきたのはこの鉄散布であることは、その扱いに関し

て 10 年以上も前から国際機関によって議論されている事からも明らかである。その１つの大きな

理由は、他の CDR に比べて僅かな量の鉄の散布によって、大気からの大きな CO2の削減を生み出す

可能性があることである。HNLC 海域での表層の窒素栄養塩を鉄散布によってすべて消費させると

するモデル計算によれば、大気からのCO2の削減は0.2‐5GtC/yと大きな幅をもっている（Buesseler 
et al. 2008; Keller et al. 2014; GESAMP 2019）。しかし、これは現在全海洋での生物ポンプによる沈降

有機物が 5-12GtC/yと推定されているのと比べると意味のある値である（Siegel et al. 2014）。なお、

既に述べたように、鉄添加による CDRとしての有効性は海域によって大きく異なり、多くのモデル

では南大洋の HNLC 海域全体で光が律速しない夏の植物プランクトンの増殖時期に鉄添加を行うの

が最も有効であるとしている。一方、赤道太平洋域ではあまり効果がないだろうとのモデル結果も

ある（Gnanadesikan et al 2003）。また、鉄添加における時間経過はどうなるかを見たモデルでは

（Keller et al. 2014）、南大洋の南緯 30 度以南の海域で行った場合、初めの年が最大効果があり５

GtC/yrに達する。しかし、１年以内に２GtC/yrに低下し、世紀的には１GｔC/yrになると推定して

いる。これは、２年目以降はこの沈降した有機炭素の分解産物の表層への回帰等に影響され、栄養

塩の戻りがあれば、同時に無機炭素の表層への戻りも生じる事を反映している。 

散布する鉄の生産コストは窒素などの主要栄養塩に比べると量が少ないことから比較的小さい。

海洋現場での炭素:Fe 比率の見積もりの違いでどの程度の規模が必要かの推定は大きく異なるが、

必要量に関しては現在の世界での鉄マーケットの内、せいぜい 0.1％であり問題はない。また、そ

の散布にかかるコストも鉄の場合少量で良いのでそれほどは大きくはならない。しかし、その推定

は炭素の貯留効率をどのように評価するかで大きく変わり、Boyd（2008）では、これまでの論文

での推定値からトン当たりのＣで、＄30－300 の幅が妥当としている。従って、どのような形態の

鉄をどの位散布する事に対する CO2 の削減量をさらにより定量的に推定していく事は今後の課題で

ある。 

 

2-1-2 鉄散布で想定される海洋生態系への課題、そのコベネフィット 

 

海洋表層に鉄を人為的に添加する事で予想される生態系での応答について次に検討する。その一つは、

表層での活発な一次生産で副次生産される雲形成に関与するジメチルスルフィド (dimethyl sulfide, DMS)、

沈降有機物により中層で引き起こされる貧酸素化とそれに伴う温室効果気体である N2O の生成の促進の

可能性である（Williamson  et al. 2012）。中でも N2O は分子あたり CO2より二桁も強力な温室効果気体のた

め、もしも生成促進が大きな規模で生じれば無機炭酸の貯留効果を大きく削減してしまう。このような鉄添加

による N2O の生成量の増加は、これまでの海洋現場での鉄添加実験でも観測され、またモデルでも同様な

結果を得ている（Law and Ling 2001; Oschlies et al. 2010）。この海洋中層での有機物分解の促進による貧

酸素化は生物利用の海洋での CDR における共通の課題である。 
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また、鉄添加は、その殆どで一次生産者群集の組成を変化させることになる。その結果、毒性を

持つ珪藻が増える可能性がある。特に Pseudonitzschia は神経毒である Domoic acid(DA)を生成する

ことが知られ、鉄添加によって増加しやすい種であると考えられている（Trick et al. 2010; Silver et al. 
2010）。なお、Silver et al. (2010)はこの珪藻による神経毒のより高次の生態系への被害は、沿岸域で

はよく知られているが、これまで外洋域では報告がないので今後の研究が必要であるとしている。 

 

さらに鉄散布で良く指摘される課題は、海洋における栄養塩の奪い合いによるその効果の低減の

可能性である。これは海洋表層での移流等による栄養塩の輸送と関係しており、鉄の散布によって

ある海域での主要栄養塩の窒素などが消費・減少することで、鉄を散布しない隣接海域での一次生

産とそれに伴う CO2 の吸収にこれらの栄養塩は利用できなくなる、いわゆる栄養分の奪い合いが生

じる可能性である（Shepherd 2009）。これが生じると生物同士の栄養塩獲得の競争と言った生態学

的な意味合いだけでなく、鉄散布によって達成された CO2 貯留の適切な算定に困難をもたらす結果

になる（Oschlies et al. 2010）。この影響は、北太平洋の熱帯・亜極域などのように鉄分で一次生産が

抑制された表層水域における鉄散布では特に懸念される。この海域の表層は充分量の Preformed 

Nutrients が存在している深層水の寄与が殆どない海域であるが、表層にある窒素などの栄養塩は

鉄を散布しなくても移流などで別の鉄律速でない海域に行けば、そこで使われてしまう可能性が高

いからである。つまり、個々の海域での鉄の施肥実験から推測される正味の CO2貯留量はかなり過

大評価される可能性がある（Aumont and Bopp 2006）なお、栄養塩の奪い合いは、良く鉄添加の候

補海域として挙げられる南大洋での鉄添加でも起こる可能性があるとの議論もある（Oschlies et al. 
2010; Holzer et al. 2019）。このような研究での指摘がある一方で、南大洋は CDR としての鉄散布の

有力な候補海域として取り上げられているので（Aumont and Bopp 2006）、その実効性に関する今

後のさらなる研究が必要である。 

一方、鉄添加などで海洋の生物生産を促進させる試みは、大気中の CO2 の削減という効果だけで

なく、海洋において他の側面での利点を与える事も知られている。その一つは水産業への効果であ

り、浅海域では人為的に湧昇を生じさせ海洋表層での窒素などの栄養塩を増加させることでより高

次の生物生産を高める試みが行われている。海域によっては鉄の添加が一次生産を促進するのに効

果があることが分かってからは、海洋での鉄散布が商業的な注目を集める場合も生じている。その

一例は、カナダの太平洋西岸で現地のサケ漁業へのプラスの効果を狙った民間企業による鉄散布で

ある（Batten and Gower  2014; Xiu et al. 2014）。この場合、鉄散布による一次生産の増加は確認され

たが、一方でサケの生産への寄与に関してははっきりしない。海洋における高次生産と植物プラン

クトンの一次生産との間には多くのステップがあるので、短期の実験でその関係を解明するのは容

易ではないが、類似した試みは今後も計画される可能性がある。 

もう１つの利点として、鉄の添加により表層での無機炭酸濃度が減少する結果、海洋酸性化（OA）

が一時的にでも抑制される効果があることが挙げられる（Yoon et al. 2018）。しかし、この表層での

プラスの効果は、中・深層での無機炭酸の増加による酸性化の促進を齎し、底生の生物に対して負

の効果を与える事になる（Cao and Caldeira 2010）。これは、既に述べた有機物の中・深層での分解

による貧酸素化と類似した現象である。 

 

2-2人工湧昇および人工下降流による一次生産の促進と無機炭酸の深海貯留 

 

2-2-1 人工湧昇および人工下降流による CDRに関するこれまでの研究 

 

海洋における水塊の鉛直的な動きを湧昇（Upwelling）と下降流（Downwelling）と呼ぶが、この

物理プロセスは海水の持つ熱、塩分、栄養塩、有機・無機炭素などを水塊ごと表層と中・深層の間
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で移動させる働きとして極めて重要である。湧昇は中・深層に高濃度な栄養塩を表層にもたらし、

生物生産とその深層への沈降を促進する事によって大気中の CO2 の除去効果が期待される。これを

人為的に行うのが人工湧昇（Artificial Upwelling: AU）による CDRである。一方、人為的な下降

流としては、富栄養化した沿岸域底層における低溶存酸素の状態を改善する目的で、溶存酸素の富

んだ表層水をバブル生成装置等によって上下混合を促進させるような小規模な事例が多かった

（Stigebrandt et al. 2015）。しかし、最近になって海洋表層で生産された生物粒子や、溶存有機炭素

（Dissolved Organic Carbon: DOC）が物理的な下降流によって海洋内部に輸送される現象が、CO2

の隔離が生じる生物ポンプと類似した機能である事がモデルなどで定量的に評価されるようになっ

た（Boyd et al. 2019; Resplandy et al. 2019）。このような下降流を人為的に生じさせる人工降下流

（Artificial Downwelling: AD）が出来れば CDRとして評価される可能性がある事になるが、ここ

ではこれまで研究が進められている人工湧昇について検討する。 

 

この人工湧昇の試みは CDR が議論されるよりはるか以前の 1950 年代から、波力などを使ったポ

ンプでの中層水の表層への汲み上げなどの提案でなされてきた。しかしその目的は主に沿岸域の水

産業における深層からの栄養塩の附加で期待される生物生産の促進を狙ったものであった

（Masuda et al. 2011）。また、CDR が目的ではないがより規模の大きい人工的な湧昇を利用する提案

としては、電力生産を狙った海洋温度差発電（Ocean Thermal Energy Conversion: OTEC）がある

（Kim et al. 2021)。これは 1970年位から始まっているが、表層水温が高い熱帯や亜熱帯の沿岸や島

嶼での再生可能エネルギーとして、深層と表層の温度差を利用して発電を行うもので、大量の深層

水を表層に組み上げる装置が発電システムに組み込まれることになる。この OTECは既に 80年代に

ハワイ諸島での実験で、1日あたり 1万トン規模の深層水汲み上げで数百 KW規模の電力と脱塩水が

得られることを実証している。また、我が国の久米島でも、既にハワイと同規模での発電の実証試

験が終わっている。現在、さらに１MW 規模の温度差発電が計画され、これには 1 日あたり 10 万ト

ン規模の深層水の汲み上げが必要とされているがこの計画はまだ達成出来ていない（OES 2021）。 

大規模な人工湧昇を CDR の対象として初期に検討したものとしては Lovelock and Rapley（2007）
の提案が良く知られている。彼らは、外洋に無数の直径 10ｍ、深さ 200ｍのパイプを設置し光合成

層より深い水深での栄養塩に富んだ海水を表層にくみ上げ、生物ポンプを促進させることを提案し

た。揚水のポンプとしては表面での波のエネルギーの利用を考えている。このようなパイプを使っ

た人工湧昇の装置に関しては、その汲み上げの動力源などでのいくつかの提案はあり、小規模な海

洋現場でのテストも行われたが、実用化されたシステムはまだ無い（Liu and Jin 1995; Ouchi et al. 
2005; White et al. 2010; Maruyama et al. 2011; Pan et al. 2016)。 

 

2-2-2 モデル計算による人工湧昇の CDRとしての評価 

 

全球レベルでの海洋における人工湧昇が、二酸化炭素の海洋貯留の促進による気候緩和にどのよ

うな効果があるかを、海洋現場で実験的な方法で定量的に評価することは極めて難しい。一方で、

外洋でのパイプ設置による人工湧昇のCDRとしての提案を受けて、海域規模から全球までの様々な

スケールの人工湧昇によるCDR評価のために、大気/海洋循環モデルを使った計算が21世紀に入って

行われるようになった。Yool et al. (2009)は初めて全海洋でのパイプ設置による人工湧昇をモデル化

し、人工湧昇による大気中の二酸化炭素の吸収・貯留への効果を調べた。その結果、一次生産及び

有機炭素の200ｍ以深への沈降フラックスは、パイプ設置によってその無い場合に比べて40－50％

促進されたが、大気からのCO2の吸収については実験開始からほぼ10年後でも全球で5－10％程度の

促進に留まったとの結果を得ている。また、Oschlies et al.（2010）はこれまでの約10年のタイムス

パンだったモデル実験を約100年間にわたって行い、さらに湧昇する海水の深度や湧昇速度も何段

https://www.ncbi.nlm.nih.gov/books/NBK580046/
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階に変化させて計算した。計算結果によれば最適な条件下では、全球でのパイプ設置による人工湧

昇は2100年において約0.9PgC/year(0.9x1015gCarbon/year)のCO2の海洋への貯留を促進することが

推定された。その一方で、実験の途中でパイプによる人工湧昇を停止すると、表面水温と大気中の

二酸化炭素濃度は急激に上昇し、数10年から数百年にわたって、人工湧昇を行わなかった条件より

も高くなり得ることも示された。これらのモデル計算での結果は、Keller et al.（2014）でも再現さ

れたが、彼らは海域でのCDRの操作実験として、１）鉄散布実験、２）人工湧昇実験、３）海洋ア

ルカリ化実験、４）海洋表面での太陽光反射を強化するアルベド操作実験の４つを比較した。図９

は地球システムモデルでの各操作における2020年から2100年までのCO2濃度と気温の推移を見たも

のであり、さらに50年後に操作を中止した後の推移も示されている。この図から明らかなように、

大気中のCO2濃度に対しての各操作の効果はコントロールに比べてどの操作でも減少するがその減

少幅は大きく異なる。平均気温に対しては、海洋表面での太陽光の操作（アルベド変化）は極めて

効果的であり、さらに人工湧昇でも顕著な効果が操作を始めた10-20年間は生じることが推定され

た。しかし、シュミレーションの結果ではアルベド操作が持続的であるのに対し、人工湧昇での平

均気温の低下は一時的であり約40年のタイムラグを経てコントロールと同じ勾配で気温の上昇が生

じる結果を示している。さらに、このシュミレーション結果では先のモデル実験と同様に人工湧昇

による気候操作を途中で中止した場合には、操作をしなかった場合の推移に比較的短期間で戻り、

さらにその後気温がコントロールよりも高くなってしまう可能性が指摘されている。 

 

 

図９．５つの気候緩和技術の全球的な 100 年間の操作による大気中の平均大気気温(図 c)の推移と 50

年後に操作を中止した後の気温の推移（図ｄ）（Keller, et al., 2014）。コントロール：赤・点線、陸

域での植林：黄緑・実線、人工湧昇：青・実線、鉄散布：茶色・実線、太陽放射の制御：黄色・実線、

海洋のアルカリ化：黄土色・実線 

 

以上のモデル実験での結果を反映し、全米アカデミーズの報告書では大規模な炭素の貯留の手法

としての AU は、目的である無機炭素の貯留が達成できるかについての不確実性が大きく、さらに

経費がかかり非効率な手段と評価している(Lenton and Vaughan. 2009; Dutreuil et al. 2009; Yool et al. 
2009; Oschlies et al.2010; Keller et al. 2014; Pan et al. 2016; Feng etal. 2020)。つまり、多くの海域では表層

で生産され下層に輸送された有機炭素のその多くが数 10 年の内に表層に戻り、結果的に 100 年以

上の貯留になる部分は乏しい一方で、中層水塊に付加された二酸化炭素は湧昇で確実に大気に戻さ

れるからである。また、全球的な貧酸素化も生じることになる。さらに、これを外洋での高密度の

パイプの設置で行うとすると極めてコストのかかる手法になると考えている。ただ、この報告書で

は海洋の物理や生物地球化学は、現在の最も信頼されるモデルでの表現でもより複雑で予測できないとこ

ろが存在するので、CDR としてのこれらを評価するには実験スケールでの現場テストが必要であるとも述べ

ている。 

なお、これまでの研究ではAUの海洋でのCDRに対する効果は、栄養塩等の付加による生物ポンプの働

きの強化によるものであったが、最近、Jürchott et al. (2023)は生物ポンプと並んで大気から海洋へのCO2の

取り込みに寄与する溶解ポンプも、今後の温室効果気体の排出シナリオによってはAUにより大きく駆動す

るという結果を大気海洋結合モデルで得ている。温室効果気体の排出削減への有効な対策を取らない
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RCP8.5シナリオでは、生物ポンプと溶解ポンプは同程度の効果があり、大気からの吸収速度は合わせて

1.01PgC/yrとなった。一方、RCP2.6シナリオでは、合わせた吸収速度は0.32PgC/yrに低下し、且つ溶解ポ

ンプではCO2の海洋からの放出が想定された。CO2は表層水が低温ほど溶解度が高くなるので溶解ポンプは

自然界では大西洋北部や南大洋のように深層水への表層水の大規模な沈み込みが生じる海域で強く働

く。従って、より温室効果気体の排出が大きいシナリオでAUでの溶解ポンプの働きが大きいのは、AUによる

表層水温の低下と、大気中のCO2濃度の上昇との相乗効果によると考えられる。なお、ここでのAUの設定

は、ほぼ全球で一平方キロに一台パイプを設置し1cm/dayで1000mまでの深層水を湧昇させる条件である

事には留意が必要である。 

 

上記のように CDR としての AU には現状では否定的な研究が多いが、限定された海域での水産養

殖の為の AUについては肯定的な論文もある。例えば、Fan et al. (2020)は、比較的閉鎖的な湾におけ

る、人工湧昇（AU）はそこでの海藻養殖に必要な栄養塩を供給するシステムとして使えることを示

している。つまり、このような AU と大規模な海藻養殖との組み合わせは組み上げた下層水に含ま

れる無機炭酸の放出を打ち消す良い方法とも考えられる。一方、Williamson et al. (2009)によるシュ

ミレーションモデルによれば、AU で供給される栄養塩のレベルは、海洋表層では元の濃度の 0.1％

程度まで下がった状態に維持されるので、とても海藻養殖で必要な濃度を維持できないとしている。

従って、AU による栄養塩の供給速度やその栄養塩組成と、表層での移流・拡散などの物理過程を

十分検討する必要がある。 

 

2-2-3 人工湧昇の持つ CDRとしての課題と今後の研究方向 

 

 人工湧昇を CDRとして評価する場合、これまで常に問題となっていたのは、中・深層に含まれる

高濃度の炭酸塩であり、これが表層に出る事で大気に移行してしまい、栄養塩による有機炭素の生

産とその除去がキャンセルされる可能性である。これには、既に海洋での炭素循環の項で述べた湧

昇させる中・深層の海水での栄養塩における Preformed Nutrientsと Regenerated Nutrientsとの

比率が関係する。つまり Regenerated Nutrientsはその中・深層の水塊において有機物の分解で生

産された窒素やリンであり、無機炭酸も有機物分解に対応する量が同じ水塊中で生産されている。

また、Preformed Nutrients はこのような無機炭酸と紐付けされていない表層からの物理的な輸送

に由来する窒素やリンである。従って、Preformed Nutrients が殆ど無ければ、栄養塩が 100％使

われても表層での二酸化炭素の放出を考慮すると二酸化炭素の収支はゼロになってしまう。これは

自然な湧昇域でも考慮しなくてはならない事象であるが、人為的な湧昇でも検討することが今後の

展開には必要である。また、AU を全球的に長期にわたって展開した時の海洋での炭酸系の挙動に

関する大きな課題は、これによって生じる海洋表層での物理的な成層への攪乱である。つまり AU

の働きは結果的には海洋表層での鉛直混合を促進する方向に働くことになるからである。理論やモ

デルによる予測では、全球的には、この海洋の鉛直的な勾配の縮小は、他の変化が無ければ海洋で

の無機炭酸の鉛直勾配を弱くし、大気への二酸化炭素の脱ガスに向かう可能性がある。これは多く

の自然に生じている湧昇域で生じていることでもありこの課題も検討する必要がある。 

なお、AU における大規模な全球スケールでのモデル実験では、低温な深層水の表面へ暴露は大

気を冷却する効果を持ち、大気中の CO2 濃度の減少だけでは無く、直接地球の温暖化を抑制する効

果が生まれることになるので。他の CDRに無い温暖化の抑制にプラスする冷却効果があるはずであ

る。Jürchott et al. (2023)のモデルは、表層水温低下による溶解ポンプの駆動を予測しているが、これまで

の全球モデルがこの点をどのように解釈しているかも検討する必要がある。例えば Keller et al. 
(2014)では大気の下部が冷却され、降水が減少し、海洋の酸性化が促進され、さらには、陸域土壌

の呼吸の低下が気温の低下で生じることを予測している。 
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最後にこの報告書では AUと ADに関して以下のような今後の研究として必要な事をまとめている。 

 

１． この手法では、揚水のポンプシステムが外洋の厳しい環境条件のもとで生物活動を促進する

に十分な水量の長期にわたる汲み上げが可能なものであることが求められる。さらに、組み

上げた深層水の急速な沈降を抑制するため、表層水と混合させるなどの工夫も必要である。 

２． 海洋現場でのシステム開発と並行して、海域的あるいは全球的な CDRとしてのポテンシャル

の妥当性の推定を、湧昇の速度、深層水の栄養塩などの組成、表層での生物過程のポテンシ

ャルなどからモデルによって行う必要がある。このようなモデルでの研究と従来の生物応答

の様々な知見から、研究のスケールアップに適した海域を検討することが出来る。 

３． 自然湧昇のある海域での粒状及び溶存の有機炭素の動態に焦点をあてたモニタリング調査を

行う事で AUに関する有意義な知見を得ることが出来る。さらにこの調査はより規模の大きい

炭素の隔離効果を評価するために、中深層までの物理環境のリモートセンシングやモデルで

解明を組み合わせる必要がある。 

 
２-３．大規模な海藻養殖とその深層隔離による CDR 

 

これは大規模な海洋表層での海藻養殖と、生産した海藻の海洋深部へのポンプ輸送あるいは、自

然沈降等による隔離を行うことで CDR として評価する試みである。これには 21 世紀に入ってから

人類や家畜の食料としての海藻養殖や生物由来燃料の原料としての大規模海藻養殖に大きな進展が

見られている背景がある。例えば、中国は世界でも最大の海藻養殖国であり、年間生産量は数千万

トンと言われている。海藻は海洋の一次生産者の中で大型になりやすく、またその生育過程で大量

の溶存有機炭素を海水中に放出し、その一部は微生物分解を受けにくい難分解性有機物となること

が最近分かって来ており、このプロセスも CDRとして評価される。さらに海藻養殖は十分な光環境

と栄養塩がある海洋環境では、大規模に行うことが出来る利点がある。ここでは、CDR の対象とし

ての海藻養殖に関する現状での知見をまとめ、今後の CDRとしての課題と必要な研究について検討

する。 

 

2-3-1 CDRとしての海藻養殖のこれまでの知見のまとめ 

 

沿岸域での海藻生態系や主に食用などの海藻養殖などに関しては、これまでに長い研究の積み重

ねがあり、海藻養殖によるCDRの可能性を検討するのに対して有用な多くの情報を提供している。

例えば、海藻密度の測定法、炭素含量、一次生産速度（NPP）,栄養塩比率、生育の季節性などが世

界各地の海藻藻場で調査されている。また、高い収量の海藻を得るための栽培技術、成長に伴う溶

存有機炭素の生成なども最近では研究され始めている(Wheeler and North. 1981; Reed et al. 2008, 2015; 
Rassweiler et al. 2018; Azevedo et al. 2019; Bak et al. 2020; Forbord et al. 2020)。 

一方、沿岸生態系の中で海藻の生成した有機炭素の行方やその炭素が長期の海洋での炭素貯留に

どの位寄与しているかの知見は乏しいが、主に21世紀に入ってから全球的な視野での炭素貯留の視

点から、その定量的な評価を試みた研究が少しずつ始められている(Chung et al. 2010; Krause-Jensen 
and Duarte 2016; Watanabe et al 2020)。中でもCDRとして海藻を評価することについて強い影響のあっ

たのは、Krause-Jensen and Duarte (2016)の論文であった。彼らは自然における海藻群落は、全球的な

炭素貯留に対し、海藻体の深層・海底への輸送や、微生物分解を強く抑制する難分解性の溶存有機

炭素の生成で大きな役割を果たしていると結論した。図10に彼らがこれまでの文献をまとめて推定

した全球における海藻の生産と、海洋における生産後のその有機炭素の行方について示した。その
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結果、全球では海藻群落による炭素の貯留量を～170TgC/yr(1012gCarbon/year)としたが、これには

様々な仮定等による違いから、60-270TgC/yrの幅があるとしている。また、ここで推定された貯留

量の内、約70％は海洋の混合層以下に運ばれる難分解性溶存有機炭素の生成としている。なお、

Krause-Jensen and Duarte (2016)の論文では、海藻群落の分布の最大値を充分光のある全海洋の浅海域

での繁茂を仮定しているので、この推定は海藻の持つポテンシャルを示していることに注意する必

要がある。海藻からの溶存有機炭素の生成とその難分解化の研究はまだ始まったばかりである。海

洋現場での実験では、ジャイアントケルプ群集ではNPP〈純一次生産〉の約14％が溶存有機炭素と

して生成されるという結果を得ている（Reed et al. 2015）。しかし、そのどれ位が難分解になるか

ははっきりしない。最近、Watanabe et al. (2020)は150日間でのSargassumの分解実験で生成したDOC

の56－78％が分解されずに残っていた事を報告しているが、CDRとして評価されるのは世紀の期間

であり今後のさらなる研究が必要である。 

 

図10 全海洋における海藻の有機炭素の生産と、分解、摂餌、海

藻体の流出等の生産後の有機炭素の行方の推定。ここでは海藻由来

のDOCとして流出後混合層下に移行、海藻体として流出し陸棚で堆積物中に

移行、深海等への移行した海藻体の有機炭素を合わせて貯留量として評価し

ている（Krause-Jensen and Duarte 2016)。 

 

 

 

 

 

 

世界での海藻養殖は現状では主に食用や食品材料として中国、インドネシアなどのアジア地域で

労働集約的な形態で行われることが多いが、産業としての大きな成長を示している(Bak et al. 2018; 
Camus et al. 2018; Azevedo et al. 2019; ARPA-e 2021; Navarrete et al. 2021)。ただ、これらに利用される

海藻は比較的限られた種であり、そこでの研究の中心は栽培での収量の増加や品質の向上にあった。

また、これらの海藻養殖は主に水深が100mよりも浅い沿岸域で行われ、規模は大きなものでも数10 

km2の養殖面積である。 

なお、アメリカでは最近エネルギー庁による海藻を主に生物燃料の原料として利用することを目

的とした、大規模な海藻養殖技術の研究開発(22x100万ドル)が始められている（ARPA-e 2021）。

この計画で目指している養殖の規模は≧1000km2で、生産経費が＜＄80/dryトンを目標としており、

規模的にはCDRの目標に近づいている。このような規模での海藻養殖を成功させるために重要な点

は、海藻養殖の出来るかぎり外洋での環境に合わせたシステム化でありそのための技術開発である

としている。その中には、外洋の環境に適した種や株を選択し、出来た胞子体をうまく海洋現場で

のロープなどの支持体に付着させる手法も必要である。さらに、栄養塩の乏しい外洋での海藻の養

殖技術に関しては、昼夜で水深を変え光と栄養塩を効率よく取り込ませる装置などの提案もなされ

ている（Navarrete et al. 2021）。 

 

上記のように海藻の大規模養殖への志向が高まった結果、CDRの手段としても海藻養殖が近年大

きく注目されるようになった(GESAMP 2019; Gattuso et al. 2021)。CDRとしての規模の拡大が可能と思

われる事に加えて、同じ海洋での生物ポンプによるCDRとしても、海藻の方が植物プランクトンに

比べて利点があることも分かってきた。その１つは海藻と植物プランクトンで生成する有機炭素の

取り込みに必要な窒素やリンの比率に違いがあり、海藻の方がより同じ量での栄養塩当たりの炭素
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隔離の効率が良いと考えられるからである。図11は最近のデータを使って北半球での主要な海藻と

植物プランクトンのC:N比とC:P比を比較したものである。この結果は植物プランクトンによる生物

ポンプに比べて、窒素については2.8倍リンでは4倍量の炭素を有機化することが出来ることを示し

ており、これは従来言われていた海藻と植物プランクトンにおける生元素組成の比の違いをより明

確化させたものである（Sheppard et al. 2023）。 

 

図11 海藻と植物プランクトンのC:N比お

よびC:P比の比較。茶色が海藻、薄水色が植物

プランクトン(Sheppard et al. 2023）。 

 

 

 

 

2-3-2 CDRとしての効率性と規模拡大への検討 

 

海藻養殖を海洋での CDR として評価するには、0.1GtC02/yr(0.027PgC/yr)の海藻としての有機炭

素を表層から除去し、これを 100 年以上貯留できる環境場に置ける事が１つの目安とされる

（NASEM 2022）。難分解 DOCの生成を一次生産の８％と仮定すると、0.1PgC02/yrの目標を達成す

るには、海藻養殖での 0.033PgC/yr の一次生産が必要となる。なお、養殖の場合は Krause-Jensen 
and Duarte (2016)の論文とは異なり、難分解性の溶存有機炭素の寄与は小さく、生産される海藻体

そのもの隔離する事の寄与が大きい。ジャイアントケルプを養殖対象として、この 0.033PgC/yr の一次生

産量を得るために必要な海藻養殖場の規模を妥当な仮定をおいて推定すると、約 7.3百万ヘクタールの規

模が必要となった。これは 270 ㎞を一辺とする四角の海藻養殖場に相当する規模である（NASEM 2022）。

また、この海藻養殖のシステムを有人で管理すると想定すると、あまり外洋での設置は難しいことも考慮する

必要がある。 

既に述べた米国エネルギー庁の ARPA-e の MARINER 計画２では、今後の技術の進展により単位面積

当たりの炭素貯留量は 5 倍程度まで増える可能性を指摘している（ARPA-e 2021）。それでも、大規模な施

設が必要であり、巨大なスケールによる海藻の養殖には様々な課題が存在する。例えば、十分な海藻の生

育には、微量元素である鉄なども含めて豊富な栄養塩と光条件の供給が必須である(Jackson 1977; Gerard 
1982; Zimmerman and Kremer 1986；Paine et al. 2023)。しかし、多くの海域でこの 2 つの条件を同時に満足

することは難しい。特に、熱帯・亜熱帯の海域を中心に表層には殆ど栄養塩の無い海域が多く、栄養塩の

ある水深では光条件が充分ではないからである。特に高密度での海藻栽培では栄養塩の要求量は極めて

大きい。中国では 2026 年までに人為的に沿岸に流出するリン栄養塩のすべてが海藻養殖で使い尽くされ

る可能性が指摘されているほどである（Xiao et al. 2017）。この課題を解決するため、先に述べた MARINER

計画では、低い栄養塩条件でも十分に生育できる海藻の株を選別することや、あるいは人工湧昇の装置の

導入などを検討している。 

 

海藻の大規模栽培をCDRとして実施するための大きな課題は、如何に収穫した海藻を速やかに深

海に輸送するかである。これは収穫した海藻を表層に留めておくと急速に分解して二酸化炭素に戻

ってしまうことによる。しかし、この海藻の深海の海底にどのように輸送するかに関しても、まだ

検討が始まったばかりである。海藻の場合、持っている気のうを深い所に沈めて破壊すれば、深海

まで自重で沈降していくと考えられている（Krause-Jensen and Duarte (2016)。また、海藻体を鉛直の

チューブを使い深海に輸送する工学的な手法も開発され、これを最近熱帯大西洋で繁茂して海岸に

多量に漂着することが問題となっている、アカモクの仲間（Sargassum）の除去に応用することも
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試みられている（Gray et al. 2021）。 
 海洋における養殖システムのコストの削減に関して、ベルギーとオランダでは海上風力発電の施

設とこの海藻養殖の施設の共存に関するパイロット研究が始まっている。これには施設の自動化を

風力発電の電力で行うことも計画に入っている（Durakovic 2020)。なお、海藻養殖は色々な他の利

点もあり、海藻養殖による食料の増産、家畜や貝類の生育増進などの効果や、さらに貝類の養殖で

は海藻を餌に使うことで酸性化の抑制にも寄与するとも言われている（Neoeri et al. 2004: Xiao et al. 
2017）。 

 

2-3-3 CDRとしての海藻養殖の課題 

 

ここでは大規模な海藻養殖をその生産物の深層貯留を目的とするCDRとして行う場合、その実施

にあたって想定される海洋表層と深層での影響について検討する。図⒓は、想定される環境を含む

海洋生態系への影響をまとめたものである（NASEM 2022）。 

 

 

図⒓ CDRとしての海藻養殖の概念図とその課

題(NASEM 2022)。 

 

 

 

 

 

 

 

大規模な海藻養殖場ではまず表層では栄養塩が枯渇しさらに光量が減少することでその海域での

一次生産の減少が生じることが予想される。その結果、このような海域での栄養塩のバランスが崩

れることになり、一次生産だけでなく海域によっては水産業への影響に繋がってしまう可能性が高

い。栽培する海藻の種類によってはその沿岸域にもともと分布する海藻群集への影響も考える事が

必要である。さらにCDRとして必要な海藻養殖システムはかなり巨大なものになるのでそれの工学

的な観点からの様々な検討も今後必要になる。海産哺乳類や船舶への影響等も含め海洋表層におけ

る巨大施設は共通の課題を持っている。 

海藻をそのままの形で深海の海底に多量に放置した場合、周囲の深海生態系は破滅的な影響を受

ける事が想定される（e.g. Martin et al. 2020）。それは、海藻は深海においても急速な分解を受け、

その結果局所的な溶存酸素、pHの減少や、栄養塩の増加を引き起こすからである。Bernardino et al. 
(2010)は、北太平洋のサンタバーバラ沖の水深1670mの海底に100kgのジャイアント・ケルプを設置

してその分解過程を見ている。６か月間の調査で、彼らはこのごく周囲における大きな底生生物の

生物量や組成の変化を検出したが、一方でその場の堆積物の有機炭素含量は殆ど変化が無かった。

このような急速な海藻のベントスによる分解（5% biomass/day）は大陸棚海域（80-350m）でも、

あるいは1300mの海盆の海底でも観察されている（Harrold et al. 1998）。なお、ここでCDRを目的と

して、1GtCO2/yrに相当する海藻を2000ｍ水深に置いたと仮定すると、これは全海洋での2000ｍ水

深における有機炭素のフラックスを約25％増加させることに同等であり無視できない量になってし

まう。一方で、このような結果は海底上に置いた海藻の有機炭素は水中の無機炭酸に速やかに変換

されるので、CDRとしての評価はこれらの水深での水塊の動きに依存することになる。これまでに

も繰り返し述べられたように、深層水の挙動は海域によって違いがあり、1000m水深が１つの目安
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ではあるが西部北大西洋のように表層へ現れる時間が早い海域も存在する。 

 最後に、国際条約との関係では大規模な海藻養殖による CDRは生物多様性条約における地球工学

的な手法に該当すると考えられる（Webb et al. 2021）。さらに国連海洋法においても、大きな危害

を及ぼす恐れのある外来種の導入を禁止する条項があり、海藻養殖がそれに該当するという考えも

ある。一方、ロンドン条約での扱いははっきりしていないが、海洋の場合 EEZ内においても国際法

に準じた国内法での規制を受けるのでそれにも留意する必要がある。 

 

 

3．海洋での地球化学的な反応を利用した CDR―ケイ酸塩鉱物などの付加と電気分解― 

  

2022年の全米アカデミーズの報告書では、海洋での生物代謝を利用したCDRの他に２つの生物活

動によらないCDRの技術を検討している。その１つは、海洋でのアルカリ度の向上（Ocean 

Alkalinity Enhancement: OAE）で、地質年代の時間スケールで海洋に附加されるケイ酸塩鉱物や

炭酸塩鉱物によるアルカリ度の調整機構にその発想を得ている。多くの陸域のケイ酸塩鉱物は高温

高圧化で生成されるため、陸域の表層の低温で水のある環境条件では不安定になり、以下の式のよ

うにゆっくり炭酸と反応してMgやCaがイオン化する現象が生じ、これを化学風化と呼んでいる。ま

た、炭酸塩鉱物も同様な反応を行う。このような自然界での岩石等の水圏での風化により、各Mg, 

Ca 1モル当たりケイ酸塩鉱物で約1.5 モル以上、炭酸塩では約0.5モルのCO2を海洋などの水圏に吸

収する事が可能である(Renforth and Henderson 2017）。なお、ケイ酸塩鉱物が風化されてその生

成物が陸域で以下の反応式のように二次鉱物として沈積した場合は、大気からの二酸化炭素の減少

には寄与するが海洋のアルカリ度には影響しない。ケイ酸塩鉱物中のMgなどの陽イオンが海洋でイ

オンの形になって初めて海洋のアルカリ度に寄与することになる。 

 

 

 

 

自然界における化学風化の速度を支配する要因は、気温、流水、鉱物の表面積、生物活動などで

あるが、アルカリ土類元素はケイ酸塩との結合が強い事もあり、化学風化は極めてゆっくりしたプ

ロセスである。しかし、このような自然界でのプロセスの結果、全球では年間約3-5億トンのCO2炭

素 が大気から吸収されていると推定されている（Hartmann, et al. 2009; Renforth and Henderson, 
2017 図１）。地球化学シミュレーションによれば、このような風化過程により、現在高濃度に向

かっている大気中の二酸化炭素も、地質年代的（10万―百万年）な時間スケールでは、海洋や陸域

の炭酸塩鉱物やケイ酸塩鉱物として除去されて行くと考えられる（Lords, et al. 2016）。従っ

て、地球温暖化での問題は地球自身の持つ大気中のCO2の調整のキャパシティーでは無くその反応

速度であり、如何に人為的にそれを加速させるかである。このOEAは陸域にあるケイ酸塩鉱物や炭

酸塩鉱物を使い、海洋での溶解を石灰岩の加工や、ケイ酸塩鉱物の細粒化などの処理によって大き

く促進させることで、海洋での炭酸系の平衡を大気からよりCO2を吸収する方向にシフトさせるた

めの技術開発である（Kheshgi, 1995）。 

 

もう一つの化学的な手法は、海水を電気分解することで酸とアルカリの両方を作成出来る技術を

海洋での CDRとして利用するものである。この手法には、海水の電気分解により陽極側で生成した

酸を使って CO2 を海水から除去・濃縮する手法から、陰極側で濃縮された陽イオンが周囲の海水の
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アルカリ度を高めることから、それを海水に放流する事により大気からの CO2 の吸収効果を得る手

法など様々な提案がなされている（NASEM 2022）。なお、この電気分解による CO2捕集の手法は、現

在陸域で主に技術開発が進められている大気から直接 CO2 を捕集し隔離する地球工学的な手法と類

似しているが、既に述べたように海水中には大気より約 60 倍の濃度で無機炭酸が含まれるため捕

集効率が良い利点がある。ここでは、海洋でのアルカリ度の促進（OAE）と海洋での電気化学的な

手法による二つの CDRについて、その科学的な知見の蓄積、スケールアップに関する課題、環境へ

の影響、コストの問題などについてそれぞれ検討する。 

 

3-1 Ocean Alkalinity Enhancement（OAE）について 

 

3-1-1 CDRとしてどのような研究・技術開発がなされたか 

 

海洋でのアルカリ度を人為的に高めることで、大気中の CO2 の貯留を行う手法を最初に提案した

のは Kheshgi (1995)である。彼は自然条件でのケイ酸塩鉱物の溶解が極めて遅い事から、海洋のア

ルカリ化に使う材料として石灰岩を加工した反応性の高い CaO （生石灰や）Ca(OH)2（消石灰）を

使う事を提案した。しかし、石灰岩の加工には大きなエネルギーコストが必要であり、さらに提案

された当時には温暖化緩和への他のアプローチも多く検討されていたことから、2010 年頃までは  

この分野での研究の進展は乏しかった（Renforth and Henderson, 2017)。 

この Kheshgi (1995)が提案した生石灰や消石灰を海洋での CDRに使う構想は、長い歴史を持つ石

灰岩からのセメント生産にヒントを得ている。しかし、この方法はコスト以外にも、既に述べた炭

酸塩鉱物によるアルカリ度の変化では CO2 貯留の効率が低い課題もあった。一方、地質学的な風化

としてはケイ酸塩鉱物が重要な役割を果たしていることから、橄欖石のようなケイ酸塩鉱物を使う

手法が次に提案された（Kohler, et al. 2010, 2013）。図 13に化学風化による海洋でのアルカリ化

での大気中の CO2の吸収の模式図を示した（Bach,et al.2019）。 

 

図 13 海洋での CDR の１つである化学風化

の促進による大気からの CO2 の取り込みの模

式図（Bach,et al.2019）。カンラン石など OAEと

関連する鉱物が海水に溶解するとプロトンが消費さ

れ、化学平衡が CO2 から HCO-3 や CO2-3 にシフトし

て、大気からの CO2取り込みが期待される。 

 

 

海洋の弱アルカリ条件下では、ケイ酸塩鉱物などの溶解は極めて遅いので、事前に岩石を粉砕し

微粒子にすることでケイ酸塩鉱物の表面積を拡大し溶解を促進することが提案されている。モデル

計算では 1μm サイズの橄欖岩鉱物でやっと海洋表層から沈降する前に溶解すると言う報告もある

が、大量の岩石の微細粒子化はかなりのコストが必要である（Kohler et al.2013）。さらに微細な

鉱物粒子を散布する時の海洋表層の条件は極めて重要である。例えば植物プランクトンがブルーム

を作るような時期には多量な細胞外の多糖類などによる鉱物粒子の凝集が予想され、鉱物の有効な

表面積が小さくなるだけでなく、表層からの沈降し除去される割合も大きくなる。 

使用する鉱物としては、ケイ酸塩鉱物や石灰岩を加工したものの他に、石灰岩をそのまま使うと

言う提案もある。しかし、海洋の表層は一般的な炭酸塩鉱物については過飽和な状態にあるため、

炭酸塩鉱物を直接海洋に添加しても効果は薄い。どのような鉱物資源をこの CDRに利用するかにつ

いては、スケールアップした時の鉱物資源の問題や細粉化処理、輸送、海洋での散布など、対象と
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する鉱物資源に合わせた総合的な検討と評価が必要と考えられる。図 14 に最近提案されている細

粒子化あるいは溶存化したケイ酸塩鉱物などの海洋への散布手法の模式図を示した（Cornwall, ２０２

３）。 

Green Ocean 対 White Oceanと言う言葉が OAEによる CDRには使われている（Bach, et al. 2019）。

これは添加する鉱物の種類によって、その副次効果として増殖が期待される植物プランクトンの違

いを意味している。Green Ocean は橄欖石系を使うことで、共存するシリカや鉄の付加による珪藻

を主体とした植物プランクトンの増殖が期待され、White Ocean はカルシウム系の添加によるコッ

コリスなど石灰化植物プランクトンの増殖を予想している。ケイ酸塩鉱物の場合は、Ni などの毒

性のある不純物が混合している可能性は高く、この点では石灰系の岩石はこのような毒性の高い元

素の混在は少ない。また、微粒子化した鉱物粒子は、摂餌によって生物に取り込まれる可能性もあ

るのでその評価も必要である。なお、この環境のアルカリ化は小規模であるが別の目的を持って主

に陸域の農業で行われている。例えば石灰を使った畑における土壌の pH 調整、土壌への微量栄養

素の付加などがある。 

 

 

図 14 ケイ酸塩鉱物などの粉砕物の海洋への散布に

関する提案の事例(Cornwall, 2023)。１．細粒子化ある

いは溶存化したアルカリ土類を船から海洋に散布する。２．汚

水処理施設あるいは火力発電所など多量に海水を使う施設で、

溶解したアルカリ土類を混入し放出する。３．細粒子化したア

ルカリ土類鉱物を海岸に散布してゆっくりと海水と混合させる。 

 

 

 

 

 

3-1-2 OAEの CDRとしての利点と課題 

 

他の CDR手法と比べて OAEの利点は、１）海洋からアルカリ度を取り除かない限りは、ほぼ無限

の大気中からの CO２の除去が可能、２）大量の CO２の貯蔵場所を用意する必要がない、３）海洋酸

性化に対してもそれを抑制する効果が期待出来る。４）橄欖石などを使った場合のシリカや鉄の供

給による一次生産の促進も期待出来る。なお、その機作が良く解析されている海洋の炭酸系の特徴

を生かした CDRの手法であり、その効果などの理解がまだ充分でない生物利用の CDRに比べて理解

しやすいと言う評価もされている。 

 一方、CDR としてのスケールアップを含む今後の課題は以下のようである。まず、海洋での鉱石

の化学風化の促進を CDR として意味のある規模（CO２除去として 0.1-0.5Gt/year）にするにはこれ

とほぼ同量（0.1-1Gt/year）の岩石が必要である。例えば、現在のアメリカでの砕石生産は約

1.4Gt でありその 2/3 が石灰岩系であるが、それとほぼ同量の鉱物の採掘、加工、細粒化、その海

洋への輸送が必要となって来る。なお、Renforth et al.(2013)は石灰岩を利用した生石灰や消石灰を

海洋アルカリ化に使う場合の経費は CO２トン当たり＄72-159と推定している。 

また海洋での統治および社会的な評価の観点からは、この CDRの手法はロンドン条約、生物多様

性条約において危惧されている地球工学的な手法として認知されている点には注意が必要である。

2013年におけるこれらの条約と海洋での CDRの関係の議論では、地球工学的手法の中で逐次的にそ

の実施が認められるのは、海洋の鉄散布実験だけであると解釈され、OAE はまたその議論では取り
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上げられていない（Webb et al. 2021)。 

 

3-1-3 海洋生態系への影響など 

 

課題としては既に述べたが橄欖石系の鉱物の場合、その溶解速度が遅いので粒径が 10μ程度で

は 1－20 年もかかり実用的で無いこと。一方で 1μサイズまで細かくすればその大部分は有光層内

で溶解する事が出来るが、その為に必要なエネルギーコストは炭素貯留の効果を 30％も削減する

ものになってしまうと推定されている（Kohler et al., 2013）。さらに、この鉱物に多く含まれる

Ni などの毒性元素の溶出による阻害も生じる可能性は高いことが懸念される。また、アルカリ度

を高める散布には細粒化した鉱物で行う場合と、既に溶解してアルカリ化した海水を混合させる場

合の両方が考えられるが、そのいずれもが散布サイト付近での急速な pH の上昇が生じる。このよ

うな pH の上昇に対して海洋生物がどのように応答するかは充分には分かっていないが、これまで

の研究では光合成や代謝に負の影響が生じる事が報告されている（Renforth and Henderson, 2017）。

さらに、ケイ酸塩鉱物の散布の場合、鉄含量の高いものもあるため、鉄散布と同様の生態系への影

響が考えられる。具体的には表層での光合成の増加による酸素の付加と，中・深層での沈降有機物

の分解による溶存酸素の減少であり、生態系が大きく改変する可能性がある。なお、表層水のアル

カリ度を上げる事が出来ても、その不足分を大気からの移動で埋める速度は遅くおそらく数年は必

要である。従って、その間、局所的には炭酸系のかなり極端な環境が継続する可能性は大きい。 

 

3-1-4 今後必要な研究・技術開発 

 

既に述べたように OAEが海洋の環境に影響を及ぼす可能性のある主な二つの副次効果は、（1）散

布場における「平衡化されていない」条件での高アルカリ性、すなわち高 pH と低 CO2 濃度の発生

であり、添加する場の微細環境ではこれらがより顕著になる可能性、（2）他の生物学的に活性な元

素（鉄やシリカ、ニッケル、クロム、その他の微量金属）が添加鉱物に含まれることによるこれらの物

質の高濃度での添加である。これらの副次作用に対する海洋生態系の応答を今後評価する必要があり、

実験室ベースの実験や野外での中規模なバッグ等を使うメソコスム実験からも多くのことが学べる。そこでの

課題には OAE が生物や生物群集の生理学や機能性に及ぼす影響も含まれる。さらに海洋現場での試験

も重要であるが、このような試験は対象海域での生物地球化学的プロセスや複雑な生物群集からの応答、

最適な環境と処理方法の組み合わせなどを評価するために行われる。また、これらの研究と緻密な海洋現

場のモニタリングプログラムとの組み合わせは、CDR による環境影響を判断するのに欠かせない。さらに

OAE の環境影響は、鉱物のアルカリ性変化を促進する方法または技術（例えば、岩石または鉱物の選択と、

それが溶解するメカニズム）と密接に関係している。 

 

2022年の全米アカデミーズの報告書では OAEによる CDRとしての評価のまとめとして以下のよう

に書かれている。まず CDR としての科学的・技術的な知見の蓄積に関しては、「低度から中度」の

評価である。これは海水中の炭酸系に関しての理解は進んでいるが、海洋表層で局所的にアルカリ

度が急速に高くなるこの手法で生じる得る様々な事象に関してはモデル解析が中心であり、その環

境影響に関しても未知数である事を反映している。一方、実際にスケールアップし実施された場合、

CDR としての効果については「充分根拠がある」との評価である。また、同時に海洋酸性化を抑制

する事の出来る CDR である点も評価される。CDR としての有効性と課題を確認するには、鉱物添加

に伴う様々な事象を検討する小規模な現場実験が必須になってくる。なお、スケールアップに対す

る経費は、「中度―高度」であり、CO2トン当たり＄100‐150程度と現在では想定される。また、地

球工学的な手法で海洋にケイ酸塩鉱物等を添加することは、ロンドン条約、生物多様性条約に抵触



   18 
 

する可能性がありこの点での国際的な議論も必要である。 

 
3-2 電気化学的な手法による海洋での CDR 

 

3-2-1 これまでの研究開発について 

電気化学を利用した技術は、広い範囲の化学系の測定、化学反応を利用した発電、化学反応の促

進などに利用されているが、海洋での CDR として大気中の CO2除去につながる反応を促進または駆

動するために電気化学を応用する手法もいくつか提案されている（House et al., 2007; Rau, 

2008;Rau et al.2013; Eisaman et al., 2018; Zhao et al., 2020; La Plante et al., 2021）。こ

の電気化学的な手法の共通の原理は、図 15 に示したように海水を隔膜で分離した陽極と陰極に導

入し電気を通じることで、陰極と陽極にそれぞれ Naイオンと Clイオンが濃縮され、アルカリと酸

性の２つの条件を作ることが出来る点である。 

これらの電気化学的な手法での提案は、大きくは（１）海水から無機炭酸を直接取り出す手法と、

（２）海水のアルカリ度を増強する手法の２つに分けられる。（１）は陽極側で生じた酸性の条件

下で、脱イオン化した CO2 を、海水から除去・濃縮して地層処理などで貯留するもので、大気から

の CO2 の直接除去に類似している。なお、アルカリ側では、炭酸カルシウムなどの沈積が生じるが、

これを除去しても同時に海水のアルカリ度が低下するので大気中の CO2 の除去には効果がない。一

方、（２）は陰極での周辺海水のアルカリ度が高くなることを利用してその海水を再度海に放出す

ることでアルカリ度を高める効果を狙うものである。なお、海洋 CDRにおける電気化学工学での上 

 

図 15 ダイアフラム膜で分離された各１つの

陽極と陰極からなる塩素/アルカリ電気分解の

模式図（NASEM 2022）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

記の2つの大きな区分は相互に排他的ではなく、海水からCO2を抽出するハイブリッド・アプローチ

として展開することも可能としている。すなわち、CO2をガスとしてあるいは炭酸塩鉱物として海

水から抽出し、同時に処理海水のアルカリ性を高めるハイブリッド手法として展開することも可能

である（NASEM 2022）。 

CDRとして提案されている電気化学的な手法の１つである、陽極側でのHClの生成を使った海水か

らのCO2の除去・隔離をシステム化した模式図（図16）に示した。ここでは陰極側で生成したNaOH

はCO2を除去した後の海水に加える事で海水を中和あるいはアルカリ度を増やして海に戻すように

している。既に述べたように海洋をベースとした大気中のCO2隔離・貯留への電気化学的方法は、

いずれも地球工学的な手法の中ではその多くを人為的な操作で行うと言う特徴がある。すなわち、

(1)溶存CO2をガスの形で抽出しその後圧縮して地層に隔離するプロセス、(2)例えば、海洋でのア

ルカリ度の増強が大気中のCO2の追加的な取り込みを可能にする場合、溶存CO2を重炭酸塩

（HCO3-）種の形で安定化させること、あるいは(3) CO2を炭酸塩鉱物として固定化させることであ

る。この３つの内、特に後者 (2)と(3)のアプローチを効果的に実施することが出来れば、（１）
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の手法で懸念されるCO2の地層貯留による地震による断層の活性化(Jahediesfanjani, et al.2018)

などに起因する貯留のリスク(La Plante, et al.2021)を排除しながら、海洋での効果的な永久貯

留を確保することができる。また、地表の石灰岩堆積物でも明らかなように、鉱物炭酸塩の中で安

定化したCO2は、数億年のオーダーで安定した状態であると予想される（Lackner,et al.1995）。 

 

図１６ 海水からCO2を除去するための酸性

化過程の模式図(NASEM 2022)。陰極側でのNaOH

の沈積物は、海水のアルカリ化に使われるが、溶存

のアルカリが必要な場合は、海水か真水で陰極側の

タンクを洗う事でそれを得る事も可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-2 今後の展開と課題 

 

電気化学プロセスの今後の研究課題としては、構成システムのコスト削減と環境への影響を低減

する手法の開発に焦点が当てられている。しかし、現在のところ、海水からのCDR、あるいは海洋

アルカリ度を増加させる方法のいずれについても、限られた数のシステム構成しか研究されていな

い。今後は電解槽や電気化学反応器のさらに新しい設計、塩素ガスなどの不要な副生成物の生成を

最小化できる電極材料の開発や反応器の構造改善、さらにはCO2除去と海洋アルカリ度の増加の両

方を行うハイブリッド・アプローチなどをさらに考慮するよう研究の範囲を広げる必要がある。な

お、海洋生態系への広範な影響は、海洋でのアルカリ度の促進の研究課題に既に含まれており、こ

こでは繰り返さない。 

CDRとし意義のある実証規模のプロジェクト（CO2除去が1日あたり数トンから数十トンの規模）

が当面の研究課題の中心となるが、研究課題の一つとして特定の技術や材料（例えば、電解槽の設

計や新規の電極材料）の開発に重点を置くことも必要である。特にケイ酸塩鉱物等を陽電極に使っ

て、そのイオン化を促進するような提案においては（Rau, et al.2013）、岩石溶解プロセスを含

めたシステムの統合や、プロセスコストの削減を可能にするスケールアップ戦略にも焦点を当てる

必要がある。従って、将来的には気候変動にリンクした規模で操業する海洋ベースの電気化学的手

法を応用したCDR産業が出来る事になれば、そのより広範な経済的影響についての研究も含まれる

必要がある。これらの研究成果がバイアスを受ける事なく普及すれば、電気化学的手法でのＣＤＲ

のコストと環境影響の独立した評価が可能になる。 

  

 この電気化学的な手法を使い海洋表層からの直接の脱炭酸に関するスタートアップ企業も現れている

（Service, 2024）。最近のScience(2024)に紹介されたもので、海水中にあるNaClを電気分解し、その内のHCl

を使ってCO2をガス化させて捕集し、脱炭酸後の海水にNaOHを戻して中性化した後海に戻す仕組みである

（図１７）。電気分解でのエネルギーは再生エネルギーを使っているので、全体としてもCO2貯留と評価出来

る。かかる経費は大気の場合の＄600-1000/ CO2トンに比べて、海水の場合、将来的には＄100以下になる

と想定されている。なお、現在米国では大気からの二酸化炭素の直接除去・貯留に関しては、CO2トン
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当たり＄180の税控除が認められているが、海洋からの場合はこの控除は無いので実績を挙げてい

く必要があるとしている。現在のプラントでのスケールは、年間100-1000トンレベルのCO2の除去

能力であるが、大気からに比べて海洋の場合、その含有量が二桁も高いため、濃縮効率が高くなる

事の利点を挙げている。 

現在、海洋への直接のアルカリ岩石の付加（OAE）や有機物の深海底への直接の埋没なども提案

されているが、電気化学的手法の 1つの利点は、海水を多量に使う、例えば淡水製造や火力・原子

力発電などに付随して行う事が可能であり、経費的な負担を少なくしてスケールを上げることが可

能な事が強調されている。なお、この手法では火力発電所などでの濃縮 CO2 の捕集の場合と同様に、

その捕集した CO2の処理が次の問題となってくる点があるが地層貯留を行う事も計画されている。 

 

図 17 米国のスタートアップ企業が提案した海水からの電気化学的な手法による二酸化炭素の

除去・貯留装置 

 
 

2022年の報告書でのこの電気化学的な海洋での CDRに関する評価は以下の様である。まず、基本

的な手法に関しては、良く知られた化学的な反応に基づいており工業化の長い歴史を持っていると

している。一方で、電気化学を使った海洋のアルカリ化に関しては実験室レベルに留まるとの評価

である。スケールアップとコストに関しては、CDR としては現在の世界のクロルアルカリ産業の規

模の 1桁上が CDRとしては必要とされ、このための電解装置の設備、電力などの経費が他の CDRよ

りも大きく、現状では全体のコストは$150–$2,500/t CO2 と想定されるが、今後の展開では低下も

見込まれる。環境への影響としては、海水の酸性化やアルカリ化は、意図的に水化学（pH、溶液中

や鉱物沈殿物中の CO2や重炭酸塩などの種の分布や濃度、濁度など）に影響を与える。このような

水質変化は、海洋生態系や海洋生物に影響を与える可能性があるとしている。 

 

4. 今後の展開とその研究戦略 

 

4-1 今後の研究戦略に関する議論 

 

アメリカ科学アカデミーズの2022年の報告書では、海洋を利用したCDRの取り組みは今後世紀を跨っ

て想定される地球温暖化に対し、CO2の排出削減を補い地球温暖化を抑制するポートフォリオの一つと

なり得るものと考えている。しかしその一方で、海洋でのCDRの研究計画での共通する課題として、提

案されているCDRの多くがまだ実験室レベルの試みか概念設計、あるいは数値モデルによるものなのが

現状であることを挙げている。そして、このような状況下で海洋でのCDRを気候緩和の施策として進め
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るには、現在の多様な海洋CDR（炭素除去）の研究プログラムを並行して実施し、多面的な研究を同

時に進めることで現在の知識のギャップに対処する必要があると考えている。また、現存する知識

のギャップを埋めるその前提として、海洋でのCDRに共通する事項への優先的な研究投資も必要で

あると述べている。それには海洋でのCDRの法的な扱いを包括的に検討しまとめることの重要性

や、多くの利害関係者の優先順位を理解して海洋におけるCDRの便益とリスクを評価するための多

面的な研究などがある。 

さらに海洋CDRの研究プログラムは、当然のことであるがより広範な気候対応緩和のポートフォリオ

に関する将来の社会的な意志決定に必要な情報の提供を目的とすべきであることを強調している。ま

た、研究プログラムはこれまでの海洋でのCDRの研究の展開をそのままの形で守ったり固定化したりす

べきではなく、むしろ一般市民、利害関係者、政策立案者のために、より偏りを避けた海洋CDRに関す

る基礎知識を提供出来るものでなければならないとしている。なお、研究資金としては公的な部門と民

間部門の両方からが考えられ、両者の協力が奨励される。以上のような海洋CDRに関する現状認識からこ

こで取りまとめられる研究プログラムは、次のような事項を含むことになると報告書では述べている。 

 

１．研究での最も主要な目標は、提案されている手法が海洋CDRとしての役割を果たすことが出来

るかを判断するためのしっかりした根拠を作ることである。 

２．各CDRを実施する時の、予期出来るまた予期出来ない海洋環境への影響について評価する。 

３．各CDRが引き起こす副作用あるいは相乗便益を調査・検討し社会および生活への影響を評価す

る。 

４．海洋CDRに関する科学的・工学的な観点のみならず、社会、法的制限、社会制度、施策、そし

て経済的な視点からの将来での実施に関する統合的な研究を行う。 

５．海洋CDR,陸域CDR,その他の気候緩和策・適応策との間の、社会的関連、シナジー効果、利害相

反関係などを系統的に調査する。 

  

現在提案されている海洋でのCDRは極めて幅が広く、共通の枠でその将来計画を決めるのは難し

いが、共通する事項として重要な点はその殆どが実施における地球規模での拡大を意図している。

従って、これらにいわゆる地球工学（Climate Engineering）の手法と国際的には見なされる。こ

のような地球工学的な研究の進め方に関する規範として、2009年にOxfordで議論されてまとめられて

いるThe Oxford Principles of Geoengineering Researchが良く知られている（NASEM 2022）。以下に示すよう

に、この規範では研究計画の関係市民への事前告知や得られた成果の公開性の確保や、技術の規制に関

する国際機関の関与とその公共の利益の必要性などが強調されている。 

 

原則１：地球工学的な技術は公共材として規制されるべきである。 

地球工学技術の提供において民間企業の関与を禁止すべきではなく、むしろ適切な技術の迅速か

つ効率的な展開を確保するためにもこれは奨励されるべきである。しかし、その一方でこのような

技術の規制は、公共の利益のために国家及び/又は国際レベルの適切な公的機関によって行われる

べきである。 
原則２：地球工学における意思決定への市民参加。 
地球工学の研究を実施する者は、可能な限り 研究の影響を受ける市民に研究内容を周知し、相

談して理想的には事前の十分な情報に基づく同意を得ることを求めるべきである。 
原則３：地球工学研究の内容の開示とその結果の公開。 
市民が研究でのリスクをより良く理解し、そのプロセスの安全性について市民の安心を得るた

め、地球工学における研究計画の完全な開示と得られた研究成果の公表を行わなければならない。 
原則4：地球工学による環境等への影響評価での独立した評価体制。 
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地球工学研究の環境等への影響の評価は、研究実施者から独立した機関が行うべきである。さら

にこの技術が国境を越えて影響を及ぼす可能性がある場合、そのような評価は適切な地域および／

または国際機関を通じて実施されるべきである。ここでの影響評価では、研究の環境的影響と社会

経済的影響の両方に取り組むべきである。また、評価には特定の技術の既得権益への囲い込みのリ

スクを軽減することも含まれる。 
原則5：地球工学での技術を実施する前にしっかりした研究統治の構築すること 
地球工学の実施におけるいかなる決定は、可能な限り既存の規則や制度を利用することで、既に

しっかりした研究の統治機構が構築されている場合のみに行われるべきである。 
 

4-2 今後の包括的な海洋でのCDRの実施計画のまとめ 

 
報告書では既に述べた海洋でのCDRにおける共通する課題解決のための法的な枠組みの構築な

ど優先すべき研究課題の重要性を繰り返し強調しているが、他の優先すべき課題として海洋での

CDRのための共通の行動規範の作成、標準化された環境モニタリングと貯留炭素の積算手法、一

般にアクセス可能なデータの管理、科学コミュニケーションと市民参加などを挙げている。2022年
の報告書では最後に今後の包括的な実施計画として以下のようにまとめられている。なお、この第

6項にあるように、2022年の報告書では現在提案されている海洋のCDRの中では、鉄の海洋施肥、

海藻の大規模養殖、海洋のアルカリ化促進の三つを有望な手法として評価している。 
 

１  分野横断的な戦略要素をしっかりと評価し、海洋CDRに関する法的な課題の包括的な検討を含

む共通研究要素を当初から取り入れることが必要である。これらの共通課題を達成することは、す

べての個々のCDR研究の基盤を築くために不可欠である。 
2.  重要な知識ギャップを減らすことに重点を置いた、それぞれの海洋CDRでの手法に合わせた実

験室規模からパイロット・スケールの段階に順次移行する実施計画を立てること。同時にこの実施

計画には海洋CDRでの環境的・社会的リスクを軽減する適切な措置と、透明性のある意思決定の

プロセスを盛り込むこと。 
3.  各海洋CDR手法の実行可能性を、効果、持続性、コスト、環境および社会的影響、ガバナンス

および社会的次元と言った標準的な基準を適用して、相互の海洋CDR及び他の気候対策との相互

比較により評価するための共通な枠組みの構築。 
4.  構築する研究のフレームワークには、 プログラム全体を通じての実験計画と市民参加、炭素会

計のためのCO2収支のモニタリングとその検証、および公開されるデータ管理が含まれる 
5.  利害関係者や政策立案者、さらには一般市民も入れて情報交換するための戦略とその実践。 
6.  海洋鉄散布、海藻養殖、海洋アルカリ性促進に関する理解を深めることに重点を置いた研究課

題計画の構築。 
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